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あるく占領経験〉の社会学的考察

一一沖縄軍政における住民統治の変容 と民主化運動の諸様態一一一

石 原 俊

1.は じめ に

1-1.軍 事一地政的諸力と歴史の流用琶占有

第二次世界大戦後の沖縄占領において、米軍はどのように住民を統治 しようとしたのだろうか。ま

た、占領下から沖縄社会の民主化をめざす住民の運動は、米国や日本などとの関係に規定されなが ら、

そうした統治のあり方にどのように応じていったのだろうか。あるいは逆に、米軍は、民主化運動

(の変容)に応じて、統治のあ り方をどのように変化させていったρだろうか。本稿で考えてみたいの

は、このような問題である。

かつてアイヌ ・モシリや 「小笠原」とともにもっとも早い時期に日本に併合され、対外的には日本

の南方進出の足場となり、対内的には強制的(かつ 「自主的」)に日本人化されてきた沖縄の人びとは、

アジア太平洋の近代の節目となった第二次大戦において、日本 と米国の軍事一地政的諸力が衝突する

最前線に置かれたことにより、凄惨な地上戦を経験 させられることとなった。その帰結として、沖縄

住民は、米軍の占領下から戦後の営みを始めねばならず、対日講和条約以降も、米国(およびその同

盟国としての日本)の軍事一地政的欲望に沿って、米軍占領下に置かれ続けた。

こうした沖縄特異の歴史的コンテクス トのなかにあって、米軍は沖縄住民を統治するさい、住民意

識の状況を見据えつつ、そのコンテクス トを利用 していこうとした。また、沖縄社会の民主化をめざ

す人びとも、米軍の統治や日本との関係などに規定されつつ、そうした歴史的コンテクス トといかに

交渉 していくかという問題を、つねにかかえていた。

歴史的コンテクストを積極的に利用する統治技法は、米国の知識人たちの手に担わされていた。沖

縄占領には、米本国から赴任した多くの社会科学者が、将校あるいは軍事機関の嘱託として関与して

おり、その中には実際の統治責任者だった者 もいた。この人びとは、沖縄をめぐる歴史 ・社会につい

て調査を行い、沖縄にかんする社会科学的総合研究(=地 域研究)というべき知を編んでいった。そし

て、調査の過程で見出 した歴史的 ・社会的関係(ナショナルな、人種主義的な、あるいは思想的な関

係など)を、米国の軍事一地政的欲望 にそくして利用=流 用(appro加ation)し、人びとを分裂 ・対立さ
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せたり、懐柔 ・動員 したりしようした。すなわち、こうした地域研究の作業は、物理的な軍事力の行

使に先行 しあるいはその代わりとして、知による統治というべ きものを可能にしていったのであり、

戦後の米国 ・軍の世界戦略において一般化していくこの統治技法がじっさいに試みられたほぼ最初の

場が、沖縄占領だったのである。私が前稿(石原,1999)で検討したように、こうした統治技法は、軍事

力の行使に代わって人びとの関係を利用=流 用(appropdadon)す ることで、あらかじめ人びとの過去 ・

現在 ・未来を占有(approphation)しようとする、新たで巧妙な植民地主義を、沖縄社会にもたらした

のだ。一方、沖縄民主化をめざす人びとは、米軍が編みだした統治技法に翻弄され、地域研究の知が

産み出した語彙に規定されつつ も、自分たちが置かれた状況のただなかからどのように語 り始めるか

一 すなわち発話するか一 を、模索しなければならなかった。

以下でみていくように、(1)戦後初期に占領に携わった社会科学者たちは、住民に 「沖縄人」とい

う 「アイデンティティ」 を与えようとしたため(第2節)、(2)初期の民主化運動においては 「沖縄人」

という語彙が頻繁に使われた(第3節)。(3)しかし、在沖米軍の施政が しだいに強権化してい くのをよ

そに、内地が 「大日本帝国」とは断絶した 「戦後」日本としてして独立していったため、沖縄民主化

をめざす人びとは 「日本復帰」という語彙を選択せざるを得なくなってゆく(第4節)。(4)こうした事

態を受けて、米軍の側 も、沖縄にかんする新たな歴史的 ・社会科学的調査を行い、新たな認識にそく

して、民主化運動への介入を試みてい くことになる(第5節)。

1-2.〈 占領経験〉の歴史性

このように本稿は、統治者の知 と民主化運動における発話を機軸に、沖縄占領の検討を進めていく。

しかし、本稿が知や発話の考察に 「片寄って」いて、軍事占領の 「現実」とずれてしまうのではな

いか、という類の批判が提議されるかもしれない。だが、軍事占領という事態を社会学的に理解する

上で、軍事力 「そのもの」を量的 ・質的に想定することは不可能かつ無意味であろう。むしろ、上述

のように、軍事力がもたらすとされる(潜在的)恐怖を担保しつつも、じっさいにどのような統治が行

われたのか、これを分析することが肝要なのである。ただし断わるまでもなく、本稿は、経済学的分

析、歴史学的分析など、他のさまざまな沖縄占領へのアブローチと並ぶ、ひとつの試みにすぎない。

また上と関連するが、本稿の目的は、統治者が与えた 「アイデンティティ」の 「虚構性」を指摘す

ることでは、けっしてない。そのような暴露的態度をつきつめていったとしても、 「アイデンティ

ティ」の外部 に 「無垢な実践」 といったものを想定 してしまうだけであろう(チョウ,1993=98,91-

93)。あるいは逆に、内地の ジャーナリズムが沖縄の歴史や社会を語るさいによくなされる 「アイデ

ンティティ」の時期区分一一1945年から51年の対日講和条約までが、 「沖縄独立論」の時期であ り、

それ以降が 「日本復帰論」の時期であるというような相対主義的な通史的分類一 で考察をとどめて

しまうなら、 「アイデンティティ」を社会関係と同一視してそれ以上の問題意識を閉ざしてしまうこ
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とになる。両者は同 じコインの裏表なのである%

むしろ私は、沖縄(の人びと)にとってのく戦後〉を考えるには、上のような 「アイデンティテ ィ」

の分類学から次のような系譜学的認誠への転換が必要だと考える。つまり、統治者たちは、沖縄をめ

ぐる歴史的 ・社会的状況に介入するために、その都度 「アイデンティティ」を利用 しようとしたこと。

またそのために、沖縄民主化をめざす人びとも、戦後世界の中で出会ってしまった状況と交渉するた

めに、その都度、たとえば 「沖縄人」 「日本復帰」などの語彙を必要とせざるを得なかったこと。こ

れである。民主化に向けた実践は継起的に試みられていったが、そうした実践は、 「人種」 「国民」

「民族」などといった語彙の 「外部」に、非一歴史 ・社会的な形式をとって存在してきたわけではな

いのだ。むしろ人びとの実践あなかで、遂行的にこれらの語彙が発せられてきたのである。私は、本

稿で用いる発話という概念に、こうした実践的意味を持たせている2も

たしかに、本稿が以下で扱う史料の多 くは、いわゆる支配者側の記録である。こうした史料的な偏

りが生 じるのは、 「冷戦」の激化 した1950年代、沖縄民主化運動が弾圧を受ける過程で、いわゆる民

衆側の記録がかなり散逸 してしまったことに由来する。もちろん私の資料収集能力の不足 も否定でき

ない。だが私は、そうした偏 りのなかから、軍事占領下でいわゆる民衆側が置かれていた諸条件を考

えるためにも、いわゆる支配者側の記録を積極的に読み込んでいきたいと思 う。

それゆえ本稿では、次のような側面が重点的に記述される。すなわち、米国の社会科学者の知は、

沖縄住民を統治してゆくために、住民をめぐる歴史的 ・社会的関係をどのように重ね書 きし、介入し

ていったのか。そのさい、住民の運動はどのように分断され、動員 ・懐柔されようとしたのか。こ航

と表裏をなして、いかなる住民の発話が掃討されていったのか。他方、沖縄社会の民主化をめざす住

民たちは、こうした軍の統治技法に規定されつつも、アジア太平洋において自分たちが置かれた歴史

的 ・社会的関係と交渉してゆ くために、どのように語り出していったのか。そのさい、いかなる歴史

が語られ/語 られなかったのか。いかなる歴史が重ね書きされ、沈黙していったのか。本稿の目的は、

沖縄におけるく歴史の重ね書き〉の重層的プロセスを、狭義の 「知」の水準だけにみるのではなく、

じっさいの統治や運動の場と関連づけて考察することによって、こんにちまで沖縄社会に生きる人び

とがかかえ続けている困難の一端を理解することにある。結論を先取 りしていえば、その困難の一端

とは、自己(の歴史の重層)を語 り出すことの困難、すなわち発話の困難である。

Dポジーネガとしての 「構築主義」と 「本質主義」の二項対立がこれに相当しよう
。

2}すなわちそれは
、」.バトラーが言うように、他者から与えられた語彙を語るという行為を反復する過

程で、新たな文脈を創造してゆくような、発話行為としての実践にほかならない(バ トラー,1998)。また、こうし

た認識は、酒井(1996)お よび長原(1998)に も大きな示唆を受けた。
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2.「 沖 縄 人 」 社 会 創 設 の 試 み 一 占 領 初 期 の 統 治 技 法 と そ の く応 用 問 題>

1945年6月23日 、 日本軍 の組織的抵抗が終 わ り、米軍によって沖縄諸島の施政権 は日本 か ら分離 さ

れた。8月15日 、 まさに日本 が降伏 したその 日に、沖縄占領軍の統治機構 であ る琉球列島米国海軍政

府 は、沖縄本島各地 に設置 した収容所から住民代表 を集め、軍政府の政治部長に任ぜ られたジョージ ・

P.マ ー ドック中佐の立会の もと、仮沖縄人諮絢会 を開催 し、29日 には15人 の沖縄人委員 からなる沖縄

諮詞会 を発足 させ る(沖縄県沖縄史 料編集所,1986,3-29)3㌔ 諮 絢会 には毎回、マー ドック、そ して彼 の

後任の政治 部長(後 に総 務部長)と なるジェームズ ・T.ワ トキンス少佐 らが出席 し、軍 と住民の間の主

要なパ イプ役 となった。

マー ドックは、南北アメリカ、東南 アジア、アフリカ等 きわめて広範 な地域 において フィール ド・

ワークと資料収集 を行 った人類学者 と して宥名 だが、こうした彼の調査は、第二次大戦以来の米 国 ・

軍の世界 戦略 に密接 に関わっ ていた。彼は1937年 か ら45年 まで 、エー ル大学の 人間関係研究 所

(LlsdtuteofHumanRelations)が 主催する 「通文化的調査研究プロジェク ト(Cmss-CulturalSurvey)」 とよ

ばれる 「社会科学 における総合研究計画」 を指揮 した(マ ー ドック,1949=78,3)。 この プロジェク トは、

人類学 をは じめ とす る社会科学的調査研究 に供すべ く、地球上の諸民族の文献情報 を集めて 「文化の

普遍的な型」 を用いて分類する、'00utlineofCulturalMatehals(0㎝)"方 式 を編み出 し(マー ドック他,

1982=88,14)、 す で に開戦 当初か ら米 国の軍事機 関 に貢献 していた。マー ドックを中心 とした人間関

係研究所のメンバーは、43年 か ら44年 にかけて、海軍省の依頼を受け、来るべ き占領統 治に備 え、日

本の国際連盟委任 統治領 であった太平洋諸島文献調査 を行い、OCM方 式 を用いて、そのうち8地 域の

「民事ハ ンドブ ック」を作成 してい く(マ ー ドック,1949=78,7-8)(マ ー ドック他,1982=88,21-22)。 その

うちの一冊 が、沖縄侵攻作戦(ア イス ・バーグ作戦)の ために44年11月 に海軍作戦本部司令部か ら軍政

将校 に配付 され、沖縄軍政計画の基礎資料 となった、r民 事ハ ン ドブ ック:琉 球列 島(CivilAf£airs

Handbook:Ryukyu(Loochoo)Islands)」 で あった。

また、戦前 日本や中国に住んだこともあるワ トキ ンスは(StanfordUniversity,1953)、 ス タンフ ォー ド

大でph.D.を 取得 した後 、 コロンビア大の海軍軍政学校で学び、 卒業後数 ヵ月 間、台湾調査部 におい

て、後述の極 東史家G.H。 カーの下で、米軍が内地侵 攻の前線基地 として当初(沖 縄の代 わ りに)上 陸を

予定 していた台湾の社会科学的調査 を行っていた(Watkins,94,40)%だ が 、アイス ・バー グ作戦が始 ま

ると、マー ドックらのテ クス トに基づ く沖縄軍政計画の進行 において、中心的役割を果た していた。

㌃1年 の対 日講和条約に至るまでの軍政官の発言や記述を全般的に論 じているものとしては、鹿野政直

(1987)の歴 史学的研究を参照されたい。また、最近石田正治が、ワ トキンス文書(「 参考文献 ・引用史料」欄参

照)を 用いて、軍政官と沖縄占領の関わりを述べた、政治史的研究を発表 している(石田,1998)。 しかし、石田論

文においては、サーヴェイされている文書が、諮絢会の成立までのごく短い期間であり、初期の民主化運動にお

ける発話が軍政官の発言や記述と(潜在的にせよ)どのようにかかわったのかを考察することなく、末尾部分でい

きなり、民主化運動が最初から 「日本復帰運動」として自明のごとく始まったかのように論 じられている。

4聡そらく台湾版 眠 事ハンドブック」作成に携わったものと思われる
。
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これらの社会科学者たちは、後 に海軍政府の報告書が 「沖縄 にかんして英語 で書かれた何 にも増 し

て包括的で正確 な資料剰 田eadqu燃Nav田Mili町(沁ve㎜entRy晦 曲1飢ds,19妬)と 賞賛するこ

とになる 「民事ハ ン ドブ ック」などの冊子を携え、沖縄 占領を指揮 していったのである。

「民事ハン ドブック」や、アルフ レー ト・M.ト ッツァー9を 中心に編集 された 「琉球列島の沖縄人:

日本の少数集団(TheOkinawansoftheLoochooIslalds:AJapaneseMinodtyGroup)」 をは じめ として、

大戦中に米軍の委託 によって編 まれた沖縄地域研究の知は、戦前の内地や太平洋諸島 ・環太平洋の 日

本人移民社会にお ける沖縄系移民への人種主義的差別 を利用=流 用(appropriadon)し て 、 「日本人」

社会 と分断 された 「沖縄人」社会を建設す る統治戦略 を探 っていた。この統治戦略 は、戦後 の沖縄 の

人びとの歴史的コンテクス トとの関係 を、複雑 に規定 してい くことになる。すなわち第一義的 には、

米国の地域研究の知は、かつて沖縄 を併 合 した日本において沖縄 について書かれたテクス トを一 同

化政策の もと 日本批判が きわめて困難 な戦前 の状況下で、あえて 日本社会 における沖縄(人)の 扱 いを

批判 しようと した、伊波普猷 ら沖縄 出身者の発話 をも一 収集 し、軍事的欲望に沿 って利用 しようと

していた。この意味では、沖縄 をめ ぐる歴史は二重に上書 き(=重 ね書 き)され、占有 されていったと

いえる。 「沖縄 人は踏みつけにされてきたとい う考えを増大 させ、そ して日本人全体 と対比 させて沖

縄人 としてのアイデンテ ィテ ィを持 たせ るようなプロパガンダ、すなわち懐柔策」(Tozzer,1944,122)

が意 図されていたのである。 しか しまた、こうした知のあ り方は、次節 にみるように、 日本統治下

で沈黙 して きた歴史 を取 り上げたという意味では、戦後の沖縄の人び とが 自ら歴史を語 り出す契機 と

なり、初期 の民主化運動 を側面 から支 えることに もなった。

諮絢会の発足後ほ どな くして、軍政の方針 をめ ぐって、マー ドックのプランと、ワ トキンス と労務

担当将校であ ったジ ョン ・コール ドウ ェル(後 のアーカ ンソー大学長)の 手になるブランとが対立 し、

軍政府副長官が後者 を採 用 したため 、マー ドックはま もな く帰 国せ ざるを得な くな った ようである

(Waddns,33,61-130他)6㌔ そ のため、 じっさい に住民へ占領統治上の指示を与える役 目は、ワ トキンス

たちによって担 われることとなったが、 「沖縄人」 を政治的、社会的、文化的に編成す るような施策

は、マー ドックの帰 国後 も継続 されてゆ く。

45年 末、太平洋艦隊 ・太平洋地域司令官が、 「太平洋諸地域の海軍政府」 に向 けて、 「占領諸地域

の住民に、住民 たちが消化で きる限 りにおいて最高度の自治を与え」 るとともに、 「先住民の言語や

歴史、芸 術や技術にかんする教育 を奨励 ・促進」 するよう指示 した(Fisch,1988,272-75)。 その直後 、

ワ トキ ンスは諮絢委員 に、 「元来の沖縄 を物語 る神社や石碑 を保存 し修 理 していきたい」 と述べると

ともに、沖縄 の 「文化史」 を書 くための文献謂査を命 じてい る(沖縄県沖縄卑料編集所,1986,234-40)。

5"、一バ ー ド大教 授 で あ っ た トッツ ァー は
、 中米 の先 住 民 に かん す る人 類 学 ・考 古 学 ・言 語 学 的研 究 者

で あ り(rozzer,1934)、 マ ヤ語 の 文 法書 の編 者 と して も知 られ て い るσoz蹴 ,1921)。

6)ここで は両 プ ラ ンの比 較 には立 ち入 らない
。
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また海軍政府は、住民による立法 ・行政機構の設立を急いでいるが、このような政治機構の準備と全

く同時に、ワトキンスが諮胸委員に、沖縄史を書 くための 「歴史研究会」の創設を命じているのは興

味深い(同,1986,479)。社会科学者であるワトキンス自身の発言のなかに、 「日本史」という全体 に包

摂されない 「沖縄人の歴史」を書 くことを、 「沖縄人」による政治社会を創る手がかりとする意図が、

表明されているからである。

またこの時期 に、ワ トキンスは、軍政府の教育 ・文化部長である英文学者の ウィラー ド・A.ハ ンナ

と共に、米国民 と軍人向けに 「沖縄:土 地 と人びと」 を著 している。と くに 「歴史的背景」 という長

い章で は、神話時代か ら第二次世界大戦に至るまでの 「沖縄関係史」 とい うべ き記述がなされている

が(Watkins,31,11-25)、 その大部分 は トッツァーのr琉 球列 島の沖縄人」の 「歴史」の章 に類似 してお

り、これが重要な情報源 とされたことは間違いない。 ワ トキンスらは次のように書いている。 日本併

含以後 「沖縄人は きわめて恣意的な日本(人)化(Jap副zadon)の 計 画 に従わ された」が、 「この計画は

か なり成功 したとはいえ、完全 に成功 したわけではなかった」。 日本社会において沖縄 人は 「全体 と

して、やや遅れてお り、 ときには愚かで単純素朴な田舎者 とさえみなされた。それゆえ沖縄人は、 日

本帝 国のシステムに完全 に同化 したわけではな く、 「自分 たちの間では琉球語 を話 し続 け」、 さまざ

まな 「土着 の(native)慣 習 を保持 し続 けた」(Watkins,31,21-22)7)。 す なわち、ワ トキンスが創 ろ うと し

た 「沖縄(人)の 歴史」は、こうした歴史認識の延長線上にあ るべ き知だったのである8㌔

しか しな がら、46年4月 に沖縄住民代表による政治機構 として創設 された 「沖縄民政府 」は、 「最

高度の自治」とは程遠い組織であった。民政府長官である 「知事」は、軍からの 「任命」によるもの

ηだがワトキ ンスは、46年 末の トッツァーへの書簡の中で、 「「沖縄人」と 「日本人」との間の亀裂」

をほとんど見出せなかったと報告している(Wa¢kins,30,192)。「沖縄:土 地と人びと」の 「歴史的背景」の章にお

いて、ワ トキンスの記述がマー ドックやトッツァーらの記述と大きく異なる唯一の点は、沖縄人が日本の統治下

で 「抑圧も搾取もされず」 「特に苦しむこともなかった」という歴史認識であ り(Watkins,31,23)、この認識が 「沖

縄人の側は日本人にほとんど反感を持っていない」 とい うワトキンスの現状診断の背景をな していると言える

(Walkins,30,192)。資料が稀少なためけっして確言はできないが、初期沖縄占領においてかなりの発言力を有 した

と思われるこの社会科学者の微妙なポジションは、その後の沖縄の政治文化に多方向的な影響を残したと思われ

る。まず、彼が じっさいに行った 「沖縄人」としての 「アイデンティティ」をもたせるような多 くの施策や帰国

後の行動は、後述のように、彼個人の意図を越えて、占領初期の民主化運動にしばしば現われる日本批判の発話

と否応なく関わってしまうであろう。また、沖縄住民の多数が日本に反感をもっていないとする認識は、戦前日

本の統治機構を利用するという軍の決定にたいして、彼が妥協ないし同意する結果を生んだとも言えるだろう。

8)ワトキンスは帰国後、スタンフォード大の政治学の教員となり(S囲fbrdUnive〔sity,1953)、早速46年 秋

には 「極東における国際関係」等の講義を担当し始めるが(琉球政府文教局,1956置88a,249)、その後も沖縄 と深い

関係を持ち続ける。彼は、ワシントンに本部を置く 「沖縄の友(FriendsofOkinawa)」 に参加し、47年 末には副議

長に選出されている(Watkins,42,199)。この団体は、少なくとも 「沖縄人」が 「日本人」とは異なる人びとである

というプリンシプルを持っていたようである。 「沖縄の友」 に参加を呼びかけるパンフレットは、自分たちは 「沖

縄の政治的未来にかかわらず」戦争で廃虚となった沖縄を救うために 「実際的な援助」を行う団体である、と政

治的 「中立」 を装っている(Watkins,42,196)。 しかし、沖縄 の 「歴史的背景」について、 「日本(人)化

(Japanizahon)の過程は、多数の沖縄人の抵抗運動のために部分的にしか成功を収めなかった」と、沖縄住民の日

本への抵抗を大げさに紹介し(WaU【ins,42,195)、団体の目的を、 「かつて独立していたにもかかわらず、日本の膨

張計画の最初の犠牲者となりその不可避の結果として米国の軍事力の最大の犠牲者となった人びと(=沖 縄住民
…引用者註)の 、経済的 ・文化的生活の復興を援助しようと望むあらゆる人に、諸手段を提供すること」と定め

るなど、実際には戦後の 「沖縄人」社会の建設を援助する目的を有していた(Wat㎞s,42,197)。
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で、住民 にではな く 「軍政府副長官 に直接責任 を負 う」のみであ り、 「軍政府副長官 より受領す る凡

ゆる命令 並 に指令 を遵 奉 し且つ民政 府機関並 に沖縄 住民 に之を伝達す」 るのが 役 目とされた(琉 球政

府文教局,1956=88a,59)。 民 政府 と同時に創設 された 「沖縄議会」 は、戦前の県庁機構 をモデルに創 ら

れ(沖 縄県沖縄史料編集所,1986,4071430)、 選 挙は行われず、議会 には戦前の県議会議員がその まま復

帰 させ られた(同,19駈,478)。 しか も、それまでの諮詞会の機能は知事に集権化 され、議会の権限は 「知

事へのア ドヴァイザー とい う限定的機能」に局限 された(Fis山,1988,291)9も この ように、ほかな らぬ

米軍政府の手で、戦前 の日本統治下の 中央集権的制度 は存続 させ られることとなったのである。

た しかに社会科学者の軍政将校たちは、 しば しば他の軍 人のや り方 に不満 をもってお り、占領下で

可能 な限 り沖縄 の 「民主化」を企図 していたようではある。後述の沖縄人民党の機関誌 「人民文化」

において も、ワ トキンスが 「「諸君は人民の利益のためであれば軍 と衝突 しても正直 に意見 をどんど

ん言わ なければな らない」 とい う意味のこと云ってい」た として、海軍政府 の社会科学者 たちは肯定

的に評価 されて いる(r人 民文化」,1950年2月 号,31)。 マ ー ドックは、諮絢会か ら戦争協力者 を除外す

るよう指示 していた し(沖縄県沖縄史料編 集所,1986,5-6)、 ワ トキ ンス も諮詞会で、 「沖縄 人 に関す る

事は沖縄人によって行 きたい」が、 自身の任期切 れが近 く 「居る間に政治機構 を見たいので」、強権

的で 「デモクラシーも知 らない」軍人との妥協 を強いられた、と書き残 してい る(同,1986,490-93)。 じっ

さいワ トキ ンスらは、 「アメリカ側の提案 にあま りに もす ぐ同意 させ られ る状況か ら沖縄 人をいか に

守 るか」 を真剣 に考 えた結果 として、軍の一方的決定を抑制で きる程度の折衷的な施策 を提案せざる

を得なかったようである(Wad【ins,36-46)。

46年7月 、 沖縄軍政府 は海軍か ら陸軍 に移管 され、ワ トキンス らは沖縄 を離れた(琉 球政府 文教局,

1956・88a,24749)。 海 軍 政 府期 の将校 が 二人残 留 したが(H繭u飢e路,Nava且Mi1吻Gove㎜ent

RyukyuIslands,1946)、 新任 の陸軍 将校た ちは、正式な民事教育 をほ とん ど受 けてい なかっ た(Fisch,

1988,75)。 米 軍はその後、沖縄社会を上から 「民主化」す るという試みす ら放棄 し、米国の軍事 一地

政的欲望 に沿って、 日本の戦前の統治機構 を強権的に利用 しつつ、沖縄の 日本からの分離 を既成事実

化す る施策のみに傾注 してい く。統合参謀本部は、すでに46年 の 「機密」文書の中で、沖縄諸島の 「日

本への返還 と非軍事化」を主張す る国務省は、沖縄 を 「米国の太平洋諸島への統治権」の 「一般的 な」

問題の中で しか考 えていない、 として非難 し、ソ連の脅威 と沖縄の 「地政学的」位置を考 えれば 「沖

縄 を基地 として最終的に所有す る」ことが必要だ、 と強調 していた(JointChiefsofStaff,1946)。 地上戦

に巻 き込まれ、米軍 に占領 された島々は太平洋上に数多いが、その中で も、 とくに沖縄(人)の 位置の

みが、 この時期浮上 させ られてきていたのだ10も

ではなぜ 、 「沖縄人」 による 「自治」はないが しろにされていったのか。その理 由を陸軍政府のス

9〕諮胸委員をやめて議員になり 「民意を代表 し」たいと言った仲宗根源和に
、ワトキンスは 「議員は何

等権力を持たない」とさとしている(沖縄県沖縄史料編集所,1986,491-93)。
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タップの質が悪 さに求 める説は、た とえばぐ宮里 政玄(1981)、 鹿 野政直(1987)、Fisc㎞(1988)な ど、多

くの論者 によって取 り上げられてきた。私は今、その説 を再検討す る材料 を持 ち合わせていない し、

そのつ も りもない。 ただ、 「民事ハ ン ドブ ック」の もたらした結果 についての コール ドウェルの評価

は、傍証 にはなるだろう。いわ く、r民 事ハ ン ドブック」は、 「日本語の資料 と数人の外 国人訪問者

の所見 に基づいている」ため、 日本人 らが琉球人に示す偏見を 「必然的に反映」せ ざるを得ず、軍政

計画者 に 「琉球諸島の原始的で望 ましくない特徴 を過大 に印象づけて しまった」(Wa重kins,20,96)11)。

す なわち、米軍 に とって 「沖縄人」は、結局のところ、太平洋上の 「原住民(Na廿ves)」 の ひ とつに

す ぎなか ったの だ。占領初期 、米兵は沖縄住民 を曾gook(黄色 い奴)'と 蔑 称 していたが(宮 城,1982,57-

59)、 これは、米西戦争で米 兵が フィリピンの先住民 に対 して使用 して以来、環太平洋 の先住民に対

して米兵が投 げかけてきた、一般的な人種主義的呼称 なのである(フ ジタニ,1997,63)12㌔ じっ さい米軍

は、 占領 を遂行す るなかで、 「沖縄人」 を 「日本人」 より低 くみなす ようになってい ぐ3㌔ コール ド

ウェルの回想が適切であ るとす るなら、 「民事ハ ンドブ ック」の知は、 日本社会 における 「沖縄人」

への人種主義を逆手にとって 「沖縄人」 に 「自治」 を与 える とい う、マー ドックらの当初の意図 を越

えて、米軍の 「沖縄人」にたいす る人種主義 ・蔑視 と強権的施政の根拠 になって しまったことになる。

3.日 本批 判 と米国批 判の文脈 化一 占領初期 の民主 化運動 におけ る発 話

このような状況において、地上戦による荒廃のなかから民主化を目指す人びとは、マードックやワ

トキンスらの研究者や為政者としての個人的良心がどうであれ、軍政将校たちが残した 「沖縄人」と

いう人種主義的な枠組に規定されつつ、沖縄社会を民主化 していくような発話を模索しなければなら

なかったのである。そうした発話は、日本統治時代の沖縄(人)への扱いを語ることを通じて、(米軍に

よって存続させられている)戦前からの日本の統治システムを批判すると同時に、占領軍批判が困難

な状況下でなんとか米軍統治のあり方を暗に批判 していくという、軍事一地政的諸力に抗 しうる多元

且o)これまでの国際関係論の蓄積によれば
、軍部は、沖縄の施政権を日本に認めた上で軍事的駐留を続け

るべきであるとする国務省と対立しつつ、沖縄の排他的統治を進めようとしていったことがわかっている。宮里

(1981,211-46)、我 部(1996,50-59)などを参照。

n)この箇所は
、我部(1996)、石田(1998)に も引用されている。

12ケ.W.ダ ワーが いみじくも述べ るように、 「原型的な人種用語は大部分が戦争用語で もあった」のだ

(ダワ「1986=87,193)。

B涜 とえぱ
、1953年 に在沖米軍に従業員として採用された神山操氏は、筆者によるインタヴューのさい、

当時基地内の トイレが 「アメリカ人」将校用、 「アメリカ人」下士官用、そして 「琉球人手洗い」とよばれる 「琉

球人」用に分けられてお り、 「琉球人手洗い」のドアに'indigenousperson(土人)'と書かれていたと想起 している。

「日本人」の軍雇用員 も 「アメリカ人」用の トイレを使用 していたそうである。もちろん、軍雇用員内の職種や

職階の差は考慮に入れねばならないが、職場で米軍人から直接'indigenous'と呼ばれたこともあるとい う神山氏の

経験なども考えあわせると、 「琉球人」にたいする人種主義 ・偏見は、沖縄社会の復興がかなり進んだ50年 代に

おいてさえ、法制度的な職階の差以上の強力なものであったと考えられる。なお、沖縄占領下における軍雇用員

の労働現場や運動については、機会を改めて論 じたい。
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的 ・複数的な歴史認識 ・社会認識を含まざるを得ないだろう。

1947年 に入ると、沖縄本島でも民主化運動が起こ り、沖縄民主同盟(6月)、沖縄人民党(7月)、社会

党(9月)等、沖縄住民からなる政党が次々結成されてい く14もこのうち、人民党が結成間もない47年9

月に行った演説会の記録が残されている15も

人民党は結成時、 「自主沖縄の再建を期す」、 「沖縄に保持すべき伝統的文化の再建」などを 「綱

領」に掲げている(琉球政府文教局,1956=88b,208-12)。 こうしたスローガンにも、米軍が与えた 「沖

縄人」 という枠組の影響が看て取れる。だが他方で、 「日本人」と異なる 「沖縄人」 という語彙を遂

行的に用いることによって、 「日本国民」として経験させられてきた一 すなわち戦前、そしてその

極点としての地上戦を生き/生 かされてきた一 歴史を語ることもまた、可能となったといえるので

ある。演壇に立った兼次佐一の次のような発言をみてみよう。

「我々は山から降りて来ても終戦の日まで、日本が勝つであらうそして日本本土から助けに来る

ものと信 じて居ましたが、幾万の我々の同胞を戦死をさせ沖縄を焦土と化さしめ悲惨極まる姿を

無視してかへ り見なかった事に対 して、私は日本に対し非常な怨を持つに至 ったのでありま

す。」(琉球政府総務部,?)

ただし、こうした発話が、単に日本を 「過去」のものとして批判しているのではなく、戦前 ・戦中

の日本をく現在〉のものとして捉え、〈未来〉を切り拓こうとする作業であることに、注意してお く

必要がある。なぜなら、同時に彼らは、戦前の治安維持法 ・治安警察法が存続 していることを批判 し

たり、戦前の県会議員からなる沖縄議会が行おうとしない 「公職追放」の実施を要求 しているからで

ある。つまり弁士たちは、あ くまで沖縄社会を民主化していく出発点として、自分たちが置かれた歴

史的 ・社会的状況をいかに語るかを模索していたのだ。また、 「日本政府に対 して戦争被害の賠償金

優先全支払要求」、 「沖縄再建に要する凡ゆる生産財の日本よりの獲得」といった 「政策」が掲げら

れていることは、日本批判が戦後沖縄社会の建設へと実質的に結びつけられていたことを示 していよ

う。

さらに、目下の米軍占領をどう語るかが模索されるだろう。この当時の在沖縄の政党や団体は全て、

公式には米軍を 「解放軍規定」しており、あるいはせざるを得なかった。人民党常任中央委員の瀬長

且4)占領初期 の軍と民政府の関係を網羅的に扱ったものとしては
、我部(1990)、 政党(人)に ついては鳥

山(1998)な ど、政治史分野において重要な研究がある。ぜひとも参照 されたい。

助ここで引用する発話は、占領前期の民主化運動の記録が大部分失われてしまった中で、皮肉にも、当

時米軍政府の指揮下にあった沖縄民警察が行った演説会の聞き書きに、偶然残されているものである。すでに第

1節で示唆しておいたが、われわれは、このような統治の回路を通 じてしか、人ぴとの発話に接近できない。つ

まり、人びとの発話は、決して 「無垢」なまま残 されているのではないのである。
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亀次郎が、 「軍政府公式」(沖縄県沖縄史料編集所,1986,161)で当時桂一軍から認可されていた新聞社 ・

うるま新報社の社長に任ぜられていたことなどか ら16)、この時点で人民党は米軍統治を歓迎 していた

かのように言われることも多い。た しかに瀬長は、先の演説で(たとえそれが目の前の米軍政府への

皮肉だとしても)米国やソ連における 「民主主義」を賞賛しているし、批判の対象となっているのも、

米軍政府ではなく、沖縄住民からなる民政府がほとんどである。だが先述のように、民政府が軍の下

請け的機関であることは言わずもがなだったから、民政府批判とは軍政府批判にほなかならなかった

ηも瀬長たちは演説において
、知事 ・議員公選の早期実施を主張しているが、こうした要求は、民政

府や沖縄議会への批判であると同時に、日本統治下の中央集権的システムを存続させている米軍の施

政への批判であらざるを得なかったのである。なにより、軍政府の下請け機関であった警察の厳 しい

監視の中です ら、兼次が、日本批判とともに 「アメリカにしろ…(中略)…われわれの最低限度の生活

さへも保証してくれない」(琉球政府総務部,?)と言明していることを、重視すべきだろう。

それゆえ、この 「われわれ」は、たんに米軍によって上から与えられた 「沖縄人」、つまり沖縄が

置かれた地政学的状況によって蔑視や強権的施政の対象にもなりうる、受動的で同質的な枠組であっ

てはならなかった。上でみてきたように、 「沖縄人」は、受動的であるどころか、遂行的に反復 され

る過程で日本や米国への能動的な批判を生み出していく語彙なのである。 「われわれ沖縄人の運命は

ロンドンに繋 り、ニューヨーク、南京、東京に繋がっている。即ち沖縄を支配する者は他国であるこ

とを思はねばならぬ。われわれを支配するこの者を恐れることなく見極め、生きる道を求めねばなら

ぬ。慎重 に現実のこの姿を批判 して、この中からのみ沖縄民族解放の道を見出さねばならぬ」(琉球

政府総務部,?)とする瀬長の発言は、これをよく示していよう。

そして、 「沖縄を支配する他国」への批判は、沖縄社会を内部から 「支配」 しようとする 「他国」

をも批判することで、同質的な 「アイデンティティ」として与えられた 「沖縄人」の中に差異を浮き

立たせていき、それによって沖縄社会を民主化してい くような発話でなくてはならなかった。

「日本の東久遽宮が、日本は上は大元帥から下は一兵卒まで同様に戦争 に協力 したから日本では

該当者は全部であると言って全世界の物笑となった。沖縄 も正 しくこの例に等 しい。」(琉球政

府総務部,?)

言うまでもなく、ここで瀬長は、あの東久週宮の 「一億総繊悔」論且8)を皮肉りつつ、公職追放が全 く

実施されない沖縄の現状を批判しているのだ。 「東久週宮」の前にわざわざ 「日本の」という修飾語

16獺長 は軍との対立によって49年 に社長を辞任する
。

の事実軍政府は、すでに民主化運動初期の段階で、民政府批判の言論を警戒し、これにたびたび統制を

加えている。詳細は、門奈(1970=96,33-38)を参照。
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が付いていることにも留意 しておきたい。

むろん、ここで私は、初期の沖縄民主化運動の歴史性 ・社会性を問題にするために、人民党の演説

会を取 り上げたのであって、瀬長や兼次個人や政党としての人民党を無批判に特権化するつもりなど

全 くない。例えば、後述の内容とも関連するが、51年頃を境に一転 して日本復帰論を唱えるようにな

る瀬長 ・人民党の(少なくとも表面上の)変節、また51年に日本復帰促進期成会会長となり一転日本を

美化し始める兼次の立場が、大きな問題をはらんでいることは、断るまでもないだろう且9㌔

ただし、政治活動を取 り締まる側にいた警察官が、先の演説会の記録のなかで、 「民主同盟ノ演説

会 ト異ナツタ点ハ、弥次ガ少ナク共鳴者ガ多イ様二見受ケラレタルコト」、また、 「個々ノ具体的問

題ヲ取上ゲ其ノ具現方策ヲ論ジタコトハ、掴 ミドコロノナイ民主同盟ヨリ遥カニヨカッタ」という 「部

民ノ声ア リ」(琉球政府総務部,?)、などと報告していることを考えると、以上みてきたような初期人

民党の弁士たちの発話は、当時の沖縄住民にかなりの共鳴を呼ぶ質を持っていたに違いない。

4.重 ね 書 き され るく植 民地 〉一 一沖縄 民主化 運動 に とっての 「日本復 帰」

沖縄で陸軍政府がきわめて強権的な施政を繰 り返している間に、48年 になると朝鮮が南北に分断さ

れて 「独立」し、49年には中国内戦での共産党の勝利が濃厚になるなど、米国にとっての沖縄の軍事

一地政的重要性はさらに増していた。こうした中、琉球軍政府長官に任命されたシーッ少将は、それ

までのスタッフを解任 した後、沖縄に大規模な基地を建設するとともに、それによって雇用を創出す

るという 「経済復興」政策を開始した20もすでに米軍は、沖縄戦の過程で、旧日本軍が沖縄住民から

強制徴発した土地に建設した飛行場などを接収して、大量の軍用地を保有しており、戦後 も生き残っ

た住民がこれらの土地へ帰還することを認めていなかったが、さらにシーツの施政下になると、沖縄

島および周辺の島において、基地建設のために土地の強制徴発がきわめて大規模に行われ始める。50

年に朝鮮戦争が始まると、米国 ・軍は対日講和条約(および日米安全保障条約)の締結を急ぎ、軍事的

利用のために引き続 き米国が沖縄を保有することは、もはや確実になりつつあった。

このような状況下で、土地収奪に対する住民の反発は、51年頃から 「日本復帰」の世論を急速に高

めることになった。ただし、 「日本復帰運動」は、けっして一枚岩の 「運動」なのではなく、実際に

且8)ポツダム宣言受諾後最初の首相に就任 した東久迎宮が
、45年8月28日 に行った有名な記者会見。瀬長

の演説にかかわる東久遽宮の発言は以下のようである。

「わが国の敗戦の原因は戦力の急速なる壊滅であった。…(中 略)… 事ここに至ったのは勿論政府の政策が

よくなかったからであるが、また国民の道義の廃れたのもこの原因の一つである。この際私は軍官民全体が

徹底的に反省し慨悔しなければならぬと思う。一億総慨悔することが我が国再建の第一歩であり、我が国内

団結の第一歩と信ずる。」(栗原,1995,59-60)

夏9)もちろんそうした変節は
、彼らの責任であると同時に、彼 らの個人的責任にとどまらない歴史的 ・社

会的な文脈に属 している。

20}このような政策によってつくられた
、いわゆる基地依存経済の構造については、牧野(1992)を 参照。
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はさまざまな立場や声の最大公約数的語彙であり、そのなかで、沖縄社会の民主化を目指すさまざま

な実践は、 「沖縄人」という語彙をうち捨て、 「日本復帰」 という語彙を用いるようになっていった

のである。人民党を脱党 した先述の兼次佐一を書記長 として結成 された社会大衆党(社大党)は、51年

には人民党 とともに日本復帰を掲げるようになった。51年5月 には、兼次を会長として日本復帰促進

期成会が結成されている。そうした沖縄の状況をよそに、51年9月 、サンフランシスコにおいて、対

日講和条約と日米安保条約は調印された。

ここで自然と、なぜ戦後のこの時点で、それまでの民主化運動で用いられていた 「沖縄人」という

語彙が捨てられ、米軍の施政への反発が日本復帰運動に結びついたのか、という問いがもちあがるに

違いない。この問いにたいしては、さまざまな状況説明が可能である。たとえば新崎盛暉(1976,75)は、

対日講和条約をめぐる国際関係(とその沖縄での受けとめられ方)を指摘する21もここで私が重視 した

いのは、日本の 「潜在主権」の確認と引き替えに沖縄が引き続き米軍の占領下に置かれることになっ

たという、この講和条約の法的側面とともに、講和条約の締結が もたらす歴史認識 ・社会認識の正当

性をめぐる問題が、復帰運動の開始に密接にかかわっているのではないか、ということである。

その問題とはすなわち、 「戦後」日本が、米国(とその同盟国としての日本)の軍事一地政的欲望に

そって沖縄や小笠原を米軍に貸与 しつつ、自らの 「戦前」との断絶を宣言した地点から 「独立」 して

いったことに由来する。対日講和条約調印式における演説で、吉田茂首相は次のように宣言 していた。

「今 日の 日本 は もはや昔 日の日本で はないのであ ります。新 しい 国民 と して平和 、デモク ラ

シー、 自由に貢献 すべ しとの各位の期 待を決 してゆるがせ にしない覚 悟であ ります。」(r朝 日

新聞」,1951年9月9日)

すでに講和条約の内容が沖縄でも知られつつあったこの数ヵ月前、この吉田の演説を先取 りするか

のように、復帰期成会会長の兼次は、当時人民党の実質的な機関誌であった 「世論週報」鎗}において

「日本復帰の提唱について」を打ち上 げ、 「主権天皇から主権在民え(原文ママ、以下同様)、帝国主

義から民主々義え、交戦国家から平和国家え、一八○度の転換をした日本に復帰」 し、 「人民の政治

を人民の手に依って行う民主々義の恩恵に浴」しよう、と叫んでいる(兼次,1951,39-40)。このように、

当時の沖縄民主化運動のリーダーたちは、 「日本復帰」の根拠を、沖縄を併合 し、沖縄社会を統合 し

ようとし、住民を地上戦に巻き込んだ、 「戦前」の日本は、沖縄が帰るべき 「戦後」の 「民主主義」

21〕新崎はまた
、内地の沖縄出身者の復帰運動の影響をも重視している。 「日本復帰」の主張は、日本の

敗戦直後から仲吉良光らによって細々と唱え始められていたが、1940年 代末には、内地の沖縄出身者の諸団体に

おいてヘゲモニーを獲得していた。

鋤このころには
、軍政府と人民党の関係の悪化は明白になっており、機関誌 「人民文化」はすでに軍政

府によって発禁に処せられていた。
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日本とは異なるという、 「戦前」と 「戦後」の断絶論に求めてしまうことになった概

だが、講和条約締結に伴う 「戦前」と 「戦後」の断絶は、過去の日本をく現在〉のものとして問う

契機を自らうち捨ててい く意味をもっていた。吉田は先の演説のなかで、沖縄についてはこう言及す

るのみである。

「奄美大島、琉球諸島、小笠原諸島、その他平和条約第三条によって国際連合の信託統治下にお

かるることあるべき北緯二十九度以南の諸島の全権が日本に残されるという米全権および英全権

の発言を私は国民の名において多大の喜びをもって了承するものであります。」(「朝日新聞」,

前掲)

吉田は、 「これらの諸島が一日も早 く日本国の行政にもどることを期待する」と付け加えているもの

の、現実問題 として沖縄(住民)を米国 ・軍へ貸与することによってもたらされる沖縄の状況は、いっ

さい問われない。しかも、ここで 「潜在主権」は沖縄にも及ぶがゆえに、沖縄住民は 「国民」の一員

として条約締結を 「多大の喜びをもって了承する」ものとされているのである。ここでは、日本内地

の沖縄にたいする歴史的 ・社会的な関係は、沈黙を余儀なくされている。

すでに検討 したように、戦後初期の民主化運動においては、日本批判の発話は沖縄社会の民主化へ

の重要な試金石であった。しか し、こうした発話は、講和条約の枠組みと、これを受けた 「日本復帰」

の発話にとって代わられていく。

「大事な事は(沖縄 「独立」論者や 「信託統治」論者を含む非復帰論者は、…引用者註)日本の政

治が日本人民の意思によって行われていくと言う民主々義政治が如何なるものなるかを知らずし

て日本に復帰したら再び過去に於ける官 りょう独断政治の場合と同じく人民から遊離 した政策に

よって沖縄が植民地化されはしないかと言う事を心配していることである。之は彼等自からが過

去の官りょう主義から未だに脱却し切れない証左である。(以上原文ママ)」(兼次,1951,37)

沖縄占領の開始にあたって米軍が沖縄をめぐる歴史を重ね書きしてきたことは先に述べたが、ここで

沖縄の歴史は、 「戦後」日本と、沖縄みずからの手で、再び重ね書きされることとなったのである。

以上のような民主化運動における発話の変容を受けて、米軍の側も、歴史認識 ・社会認識を更新し、

新たな統治のあり方を編み出していかなければならなくなる。それは、次節にみるように、沖縄住民

自身が歴史を重ね書きし/さ せられた上に、さらに重ね書かれていくような知となるであろう。

鋤もちろん、この間本土で活動した者をふくむ沖縄人政治指導者たちに責任が ない、と言っているので

はない。1950年 前後の沖縄における政党や政治家の発言(の変節)については、新崎(1976,61-89)がもっとも詳しい。
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5.運 動 の 懐 柔 と掃 討一 対 日講 和 以 降 の 統 治 技 法 と民 主 化 運 動

先述のように、1950年 代 当時、 「日本復帰」 とい う語彙は、 さまざまなコンテクス トにおいて使わ

れていた。 日本復帰促進期成会は、 「我々は、全面講和や基地提供反対等の主張 をせず、此の運動 を

単に琉 球の帰属問題 に局限する」(沖縄 県祖国復帰 闘争史編纂委 員会,1982,23)と して、占領軍の撤退

は掲 げなかったが、人民党は、 「アメリカ占領軍の撤退」(沖 縄人民党史編集刊行委員会,1985,106)を

掲 げ、52年3月 の立法院(議 会)選 挙で、軍の猛烈な 「反共」 キ ャンペーンを受けなが ら も、瀬長が最

高得票数で当選 し、議席 を獲得 していた。社大党は15議 席を獲得 したが、まもな く軍の介入 もあって、

軍政府の後進である琉球列島米国民政府(USCAR)に 協 力的な勢力 と批判的な勢力 に分裂 した。前者は

脱党 して他の親米勢力 とともに琉球民主党 を結成 し、19議 席 を占める立法院第一党 となっていたが、

この党 も 「復帰」 を掲げていた。後者は人民党 との連携 に動 き、53年 に入 ると 「天願事件」鋤をきっ

かけに、社大党 と人民党 によって 「植民地化反対共 同闘争委員会」が立ち上げ:られていた。

大戦後米国 の在台湾(中 華民 国)領事館の職 にあったG.H.カ ーが、沖縄地域研 究にお いて中心的役割

を果 たし、軍政に提言を行 うようになるのは、こうした状況においてであった。

カーは、1934年 以 来工一ル大やハ ワイ大で東洋史を専攻 したのち、日米開戦前 に内地や当時の 日本

領台湾に渡 り、早稲田大や台北高等学校の英語講師等を勤めつつ、東京の東洋文庫において 日本の植

民地関係 の文献 ・史料 を収集 ・分析 した。 日米開戦以後 は米 国の軍事戦略関係の役職を歴任 、41年 か

ら43年 には、 ワシン トンの軍事情報局(Mili伽yIntelligenceService)の 調 査分析官 として、陸軍のr台

湾の戦略的調査」第1版 を執筆 し、 コロンビア大の軍政学校の台湾調査部 において、台湾侵攻 に備 え

る台湾版 「民事ハン ドブック」(未 完)を 準備 していた(StanfordUniversity,1953)(Watkins,20,87)。

カ ーは、スタンフォー ド大のフーヴァー研 究所の研究員 として、米国陸軍がNationalResearch

Counci且 の 太平洋学術局(Paci∬cScienceBoIじd)を 通 じて資金提供する 「琉球諸 島にかんする学術調査

(SIRI)」 に参加 を要請 され、52年 か ら53年 にかけて、内地 と沖縄 に滞在 し、USCARの た めに、1945年

までの琉球の歴史 と琉球 一日本関係 について執筆するとともに、琉球 にかんする文献目録の作成 に携

わることとなった(StanfordUniversity,1953)邸}。 どちらも日本語訳 され、前者は 「琉球の歴史」 と して、

後者 は 「琉球文献目録」 として、USCARか ら出版 されている(カー,1956)(カ ー,1962)。

またこの間53年 には、 「琉 球の復帰運動 にかんす る調査(RyukyuReversionistMovwmentSurvey)」

と題 す るプロジェク トが準備 され、カーは 「調査指揮 者」 と して活動 してい る(StanfordUniversity,

餌〕USCARが
、社大党や人民党な どの反占領軍勢力の糾合 ・伸張を抑えるため、沖縄島中部の補欠選挙

で当選した社大党の候補者を当選無効とするよう働きかけた事件。さらに 「植民地化反対共同闘争委員会」も軍

の圧力で解散 に追い込まれていった(宮里,1966,61-65)。54年 に入ると人民党が壊滅的な弾圧を受け、しばらく地

下活動を余儀なくされてゆく。

飛IR1に ついては、戦後日本民族学における沖縄研究とのかかわりを中心に、冨山(1999,14)でふ れられ

ている。
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1953)挑 カーが 「歴史 」 と 「政府 」の分野 を担 当するほか、利用 可能な先行研究 を収集する役 目を

担い、初期沖縄 占領の中心人物であった先述 のワ トキ ンスが(琉 球政府文教局,1956=88a,249)、 「琉球

問題の 国際 的側 面」 の担当 として参加 してい るほか(SLanfbldUniversity,1953)、 か つてOCM方 式 に

よる地域研究 を開発 し、その知 に基づいて 「沖縄人」 による戦後社会を創設 しようとしたマー ドック

も、太平洋学術局の指導者 として、メンバー間の調停役 を担 ってい る(Kerr,1953d)。

内容が 「機密」扱いであったこの調査は、 「復帰運動 自体が米国 に非友好的 もしくは米国のアジア

政策 に批判 的な政府 ・人民 ・組織 によって利用 され る可能性がある」状況のなかで、 「琉球 における

米国の政策にたいする外 的な攻撃に対処」 し、 「復帰運動 を刺激す るおそれのあ る要因 をやわらげた

り除去す ること」を目的 としていたことか らもわか るように、アジア太平洋 と沖縄 内部の状況 をみす

えつつ、 沖縄の民 主化 運動 を 「冷 戦」 の枠組 に沿 って懐 柔する こ とを目的 として い た(Stanford

Uni鴨rsily,1953。 結局 このプロジェク トは方針をめぐる太平洋学術局内部の対立 もあって未完に終わっ

たが(Watk血s1Kerr!ringer1Buωw,1953)(Watkins,93,163-64)、 プロジェク トの基礎資料 となった文書が残

されている。そこでカーは、沖縄 の 「地域的 ・社会的指導者」や 「知識人層」を対象に行った政治意

識にかんす る調査 に詳細 なコメントを付 して太平洋学術局 に提出 し、軍(USCAR)の 利用 に供 してお り、

またこの成果 を携 えて、USCARの トップであるルイス准将 らとも直接議論 している(Kerr,1953b)。

カ ーは まず、沖縄住民 の 「高 ま りつつある復帰感情の潮流」が 「強力」である とい う現状をはっき

り認め ることを主張 し(Kerr,1952a,1)、 「われわれは、琉球人が米国に州や領土 として承認 されること

を訴 える ような状況 を、け っして期待 してはならない」 と明言 している(同,2)。 そ してイン ドを中心

とする中 立的 な 「汎アジア主義」や民族自決主義、 「共産主義」に利用 されぬ よう(同,1)、 「復帰運

動」 を一概に弾圧するのではなく 「復帰感情 をわれわれの利益にかな うよう誘導する」 ことこそが重

要だ と述べる(同2)。 そ ればか りか、USCARが 、米本国のマ ッカーシズムの影響 も受け、 「天願事件」

などで 「復帰運動」を 「共産主義」 とみなし、これに露骨 に干渉 していた53年 の時点で、 カーや ワ ト

キンスらはすでに、 「軍事基地 を発展 ・維持す る権利 を保持 しつつ、沖縄諸島の管理を日本へ移譲す

ること」 も考えるべ きだと主張 してい るほどである(HooverlnstituteandLibra=ySymposi㎜1,1953)。

調 査結果 はこう結論づ ける。 「一般の琉球人は」、生活に直接かかわる政策 を除けば 「国際政策や

世界 的な問題 における米 国の位置や行動にはほとんど関心がない」が(Keπ,1952a,5)、 有 力者や 「知識

人層」は、 「日本 と米国が同盟国 として狂暴 な共産主義者 と対決す る必要があるため、琉球は米 国一

日本一琉球相互 の利益 となる軍事的防衛 のた めに米国 に 「貸与 されている」」 ことを理解 している

(同,6)。 沖縄社会の 「コミュニティ」 においては有力者や知識人層の影 響力が強いか ら(同,5)、 沖縄社

会の 「リー ダーたち」が 「従 うであろう占領 政策」はいかな るものかを考え実施すればよい(同,1)。

乃1以上のおおよその経緯については宮城悦二郎(1982
,135-50)がふれているが、資料の出典や所蔵ははっ

きり示されていない。
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カーたちはこの ように して、 「復帰感情」 を米国の軍事 一地政的欲望に沿って回路づけようとしてい

くのだ。

カーは軍 に住民向けの支出増加 を提言する一方、ジョン ・ロックフェラー三世 に 「沖縄:進 行する

危機 的状 況」 と題 す る 自身 の論 文を送 り、ロ ックフェラー財 団に資金援助 を求め ようと している

(Keπ,1953aア7)。 この論文 は、人民党の瀬長 の トップ当選が強権的な軍政への反発 に起 因 していると断

じ、沖縄 における 「共産主義」勢力の増長を予防す るために も、沖縄統治のあ り方 を見直す よう提言

している。 カーたち自身が表明 しているように、 「前 もって注意することこそが前 もっての武装に も

なるのだ」(StanfbrdUniversity,1953)。 つ まり、けっして一様 な 「運動」ではなかった 「復帰運動」の

諸要求のうち、 「冷戦」の枠組 に合致す る経済的 ・文化的 「復興」 を米軍が進 んで遂行することで、

「冷戦」の枠組 に合致 しないような民主化運動 を予防す ることが 目指 されるべ きなのである。

た しか に、この新 たな沖縄地域研究は、 「復帰論者(reversionist)の 不満 の主要因」は、 「陸軍が、

基地建設を進 めている間、戦後の(住 民生活の…引用者 註)復興 に十分 な資金を充てなか った」 こ とに

あると断 じ、USCARに 批 判的だったので(HooverInstituteandLibrarySymposium,1953)、 カーは、米本

国などに研究内容が漏れないよう随分気を配 っている し(Kerr,1953c)、 ま た当時住民 にたい して きわ

めて強権的な態度 を示 していたUSCARに 自 分たちの提言 はほとん ど聞 き入れ られる 「望み はない」

と考 えていた ようである(Ken・,1953a)。 だが、その後の沖縄 における米国(そ してその同盟国 としての

日本)の 「冷戦」政策の範型は、ここでほぼ提示 されたと言 えるだろ う。 じっさい、53年7月 の博物館

の建造な どい くつかの 「ローカルな文化の復 興」(Keπ,1952a,7)政 策 は実 施 された し28)、何 より重要な

のは、50年 代、、米軍が創設 した琉球大学 を高等教育機関として整備することで、 「冷戦」の枠組にか

なう 「知識人層」の創出が進め られていったことである。以下では、高等教育機関 とい う文化装置 を

通 した知による占領統治のあ り方 と民主化運動の様態 との関係 をやや具体的に検討 してみ よう。

52年6月 、琉大の多数の学 生は総決起大会 を開催 し、大学民主化運 動を開始 していった。 しか し琉

大当局 は、翌53年4月 、学生寮 において灯 火管制命令29)のさい これに従わず 明 りを灯 して学習 したこ

と、 「琉大学生準 則」30)に反 して政経 クラブの機関誌 「自由」 を発行 したこ と、学外16箇 所 において

「原爆 展⊥ を開催 したこと、の3点 を理由と して、学生4人 に謹慎 を要求 した31)。4学生 は、学外 を含

めクラブ ・研究会等 いっさいの団体の結成ばか りか加入 をも禁 じられ、学生会での発言の権利 までも

剥奪 された(世 論週報 編集部,1953)。 こ うして発話の機会を奪われた4学 生 は、学外のメーデーに参加

する ことで、処分の撤回 と 「学生準則 」の撤廃 を訴えたため、 「サ ンフランシス コ講和(=平 和)条 約

27伺論文は
、フォード財団にも拠出を求めるべきだとしている。

28)これにたいし
、米軍の 「任命主席」である比嘉秀平琉球政府主席からカーに丁重な感謝の手紙が送ら

れている(Higa,154b)

29朝鮮戦争下にあって
、米軍の前線基地となった沖縄では、防空演習が行われていた。
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に反する行動」 をとったとして、翌5月 、学生 と住民の抗議のなか、軍の意向を受けた大学当局 によっ

て退学処分に された(「 第一次琉大事件」)。

先の文書 においてカーらは、こうした琉大民主化運動の予防策 を次の ように提言する。琉大は、 「ス

タ ッフ、設備 、 カ リキ ュ ラム」 すべ て にわた って問題 だ らけであ り、 「二 流の予備 校(inferior

p=eparatoryschoo1)と み な され てい る」(Ken・,1952a25)。 カ ー らは、学 長 、副学 長 、各学 部長 に大

卒のスタッフは皆無で、大卒が常勤1人 と非常勤3人 の教員のみであり、大学での教育歴のある ものは

皆無 とす る調査結果 を提出 し(Keπ,1952a,26-27)(Keπ,1952b)、 日本内地か らスタッフを招 くな どの改

善策を とる よう主張 している(Keπ,1952a,29)32㌔ 図 書館の蔵書など設備の拡 充(Keπ,1952c)や 米 国留学

制度の充 実 もなされな くてはならな い。 「全琉球的 な若者の復帰 感情は、首里(当 時の琉大の所在地

…引用者註)に おける米国の 明 らかな失敗 によって強ま っている」(同
,31)が 、 「琉大 を再組織 ・改革

す ることによって、将来性や野心 のある若い琉球人が 日本へ行 く前 に首里で学び、強力な親米的 ・親

民主主義 的指導を受けるような状況を確 たるもの にすれば、米国の利益に大 きく貢献す るであ ろう」

(同,31-32)。 そ して 、 「米 国の援 助 を受けた学校で育成 された親民主主義 的な視野は、 日本 における

復帰の訴えを骨抜 きにす るのに役立つ だろう」(同,32)。 カーはUSCARに 直接宛てた書簡の なかで も、

琉大 は 「大学 とは名ばか りです」 と訴 え、 「設備 とより良質な新任教員の招膀のためにあ らゆる援助

をすること」 を提言 し、 「高等教育にたいす る精力的で熟慮 された計画 を実行することで、現在の世

論の動 き(反 米)を 抑 制で きるばか りか、来るべ き非常時の さいに、次世代の住民の指導者たちが われ

わ れ に逆 ら わず 、 わ れ わ れ の た め に働 いて くれ る こ と も可 能 にな ります 」 と述べ て い る

(Kerr,1952b)o

こ う した統 治の あ り方 は、本 土か らの教員招へい や 「日本語の教材 を使 用す る機 会 を増やす」

(Keπ,1952a,7)提 言 がなされてい ることからもわかるように、沖縄の知誠 人層(予 備軍)が 「日本人」意

識 をもっていることと矛盾せず、む しろ両立す るものである。それで は、ここで沖縄 の知識人層に内

30》「琉大学生準則」は以下のような条文を含んでいた(新崎
,1969,72)。

第7条 学生が団体を設立しようとするときは、顧問教官を定めてその指導と助言を受け、責任代表者三名以上

を以って所定の願書に団体規約、会員名簿を添付 し、教務部長を経て副学長の許可を受けねばならない。

第8条 年度を越えて団体が継続する時は、毎年度の始めに届出の更新をしなければならない。

第9条 学生の集会は、原則として二日前までに、顧問教官の承認を経て所定の集会願を学生課に提出し、副学

長の承認を受けねばならない。

3Dしかし
、 「自由」が発刊されたのは、52年10月 であ り、 「学生準則」が制定 されたのは、それより後

の11月 であった。また、原爆展 も、事前に学生課長に届け出て、学外で個人としてやるなら大学とは関係ないと

する返答を受けて開催されていた。

32〕戦前日本政府が
、50万 人以上の人口を擁する沖縄県に大学を設立しなかったこともあって、琉大の教

員に任じられた者のほとんどは、戦前 ・戦中の中学校や女学校(戦後の高校に相当する)の教員で占められていた

(Keπ,1952b)。 ここには、戦前日本の軍事一地政的欲望に沿った中等教育を担っていた者たちが、戦後米占領軍

の意向に沿った教育を担うという、構造的問題がある。
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面化させられようとしている意識は、どのホうなものなのだろうか。琉大のテキストとして使用され

ることになる、先の 「琉球の歴史」の 「序文」において、カーは次のように書いている孔

「日本と琉球の学者の書いた琉球にかんする文献は、非常な量にのぼっている。しかしそれらは

おのおの特殊な研究で、 しかも琉球、日本いずれかの立場から書かれたものである。…(中略)…

本著が、琉球の学生を琉球に関する欧文の文献というものに親しませ、日本と中国のあいだに横

たわ り、また日本と太平洋とをつなぐ琉球列島が 「前線」としての性格 をもっていることを読者

に感じさせるものであれば、その目的を達するものである。」(カー,1956)

ここには、カーが何を目的に 「沖縄史」を書いたのかが、あますことなく示されている。 「沖縄人」

意識ではなく 「前線」意識、これこそが 「冷戦」の枠組のなかで、先述の 「リーダー」や 「知識人層」・

を媒介として沖縄住民に内面化させられるべ きであ り、 「特殊」から逃れうる 「普遍的」な意識であ

り、これと葛藤を起こす発話 ・実践こそが、掃討されるべきものとされたのである。 「琉球の歴史」

の翻訳 と出版の許可をカーに通知する文書のなかで、行政将校のH.シューマンが、 「われわれはこの

歴史が極東(FarEast)へ のよき貢献となると確信している」と述ぺるように(Schouman,1953)、 「琉球

の歴史」は軍事一地政的欲望に沿って産み出された知だったのである㌦ じっさい、琉大の教育環境

はしだいに改善されてい くが、それは上のような知による統治のための文化装置の整備を意味してい

た35も

そして、以下にみるようにカーたちが提唱した一見ソフトな予防政策は、その政策と表裏一体とし

て、民主化運動を分断し、 「冷戦」の枠組みに批判的な部分をより強力に周縁化 ・掃討していくこと

を意味 していた。米国の社会科学者たちは、米軍の当初の強権的な態度と一見対立するようにみえな

がら、知による統治によって軍事占領を洗練させ、補完する役割を果たしたのである。

54年3月 、それまで住民の土地の強制収容を続けていたUSCARは 、軍が16ヵ年の借地料を一括払い

する方針 を明らかにした。沖縄の軍用地の半永久的な使用権を得 ようとするものであった。USCAR

がこの方針 を強行しようとしたため、56年6月、土地収奪に抗するいわゆる 「島ぐるみ闘争」が巻き

起こった。軍は、琉球政府の 「任命主席」や与党の民主党、一括払いによって利益を受ける大地主な

どを懐柔 して、運動の分断を図っていたが、翌7月 には、運動は 「国土」の防衛をスローガンに掲げ

つつ、十万人規模の集会を組織するまでに高揚 した。

33)ワ トキ ンス も 「序 言」 を寄 せ て い る
。

34完 成 に さ い し て
、比 嘉 秀 平 「任 命 主 席 」 か ら カ ー に、 「こ の 本 は 琉 球 人 の 学 生 や 若 者 の啓 蒙

(onlight㎝ing)に 大 き く貢献 す る と信 じて い ます 」 とい う、 札 と称 賛 の書 簡 が送 られ てい る(Hig灸1954a)。 なお 、 レ

イ ・チ ョ ウ も指 摘 す る よ う に、 「極 東」 「東 ア ジ ア」 な どの 地域 概 念 自体 が 軍事 的 メ タ フ ァーで もあ る こ と は、

論 を待 た な い だ ろ う(チ ョ ウ,1993=98,20)。
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こ うした状況にさい して、在 沖米軍は8月7日 、軍事施設が集中する沖縄島中部地区一帯 に翌8日 朝

か ら無期限にオフ ・リミッツ鋤を導入すると発表 した。軍は導入の理由を、 「この処置の地域内で計

画 される住民大会やデモ(示 威行進)に おける扇動的意見、 または行進の結果、発生す るか もしれ ない

琉球人と米人間の衝突 を避 けるための予防措置」(「 沖縄 タイムス」,1956年8月8日)と 発表 した。 しか

し、オフ ・リミッツの設定は、米琉 間の潜在的 「衝突」が原因ではなかった。基地周辺のAサ インバー

37)の経 営者など軍 人 を相手 に生業 を立てる業者に脅 しをかけ
、 「極東」最大の米軍基地である嘉手納

基地の 「門前町」 コザ市で8日 に 「土地問題解決促進大会」の開催を予定 していた琉大生や 内地か ら

の帰省学生 と対 立させ ることが 目的であった。米軍によって沖縄人同士の 「衝突」が創 られたのであ

る。 「沖縄風俗営業組合連合会」は、中部地区の千人規模の業者 を動員 して、学生大会が予定 してい

たデモ を中止 させ た。このようにして、米軍が直接 運動に介入す る必要 なく、 「島 ぐるみ闘争」 は分

断 され、業者たちは懐柔 され、学生たちは孤立 させ られていった38㌔

USCARは 翌9日 、追い討 ちをかけるように、琉大 に対 して財政援助の打ち切 りを通告 した。 「反米

的」 とみ なされた学生6人 が、琉大当局によって退学処分を受けた(「第二次琉大事件」)。

この ように、 「前線」の人びと(二米軍の 「受益者」)に 働 きかけることで、 「復帰運動」 を 「冷戦」

の枠組に沿 って懐柔、あるいは掃討 しようとする、 カーやワ トキ ンスらの提言 は、(た とえ軍 に直接

的に参照 されたのでは ないに して も)上の ような過程 において実際化 して いった といえ る。その過程

鋤こうした巧妙な統治技法に抗するべ く、先述の4学 生が退学にさいして出した声明は、 「日本復帰」

という語彙を用いつつ、自分たちが置かれている新たな植民地主義的状況を、次のように語 り出すであろう。

吾々が琉大入学以来教えられて来たもの、それは琉球の人民は外国のために犠牲になれと云う事であ り、正'

しいことを主張すると生きゆけないことであり、長い物には巻かれうと云う事でした。/琉 球の農業をいか

にして発展させるかということではなく、外国の農業の仕方のみを、琉球の経済をいかに正 しく発展 させる

かではなく単なる知識の切 り売 りを、琉球政治がどうなっているかではなくて政治運動をしてはならないと

云うことを学ばされて来ました。これこそが植民地教育であり、そして彼等はこの様な教育を受けた人間を

琉球の指導者にしようとしているのであります(浜田 ・中野 ・宮城 ・上原,1953)。(/は 原文の改行)

また4学生の一人上原清治は、退学命令をめぐる新聞記者や教員の対応ぶ りを批判しつつ、こう書 き残 している。

「正しいことを言えば首があぶない」といった某教授は仲々正直である。いろいろと教育ボスを料理屋へつ

れこんだり、頭を下げたりして大学の教授にもなったのだから、そうやすやすと口をすべらしてとやかく言

えば、今までおべっか使いながら番を待っていた×国留学(原文ママ)の口がなくなるというものだ。面白い

ことに飼犬が主人の仕込を強制されると同様、琉大教授ははるばるあちらまで行って再教育を受けねばなら

ないらしい(上原,1953)。

だが、カーら地域研究者、そして占領軍にとって、沖縄社会を脱一 「冷戦」化 ・脱一植民地化 しようとする、こ

のような発話は、是が非でも周縁化 ・掃討されなければならなかったのである。

託米軍人 ・軍属とその家族の軍事施設からの外出禁止令
。これが発せられると軍人を相手とする商店街

や風俗営業地区は大きなダメージを受けた。

371米軍 当局による立ち入り検査に合格し軍人 ・軍属が立ち入りを認可されたバー(AppmvedSignBar)
。

しばしば軍人を相手とする売買春の現場となっていた。軍人 ・軍属の性病感染を恐れた軍は、オフ ・リミッッを

ちらつかせつつ、風俗業者らへの圧力を強めていった。こうした経営者への統治と並行 して、軍によるセックス ・

ワーカーへの取締 り、また経営者による彼女たちへの搾取があったことは、いうまでもないだろう。

38}この間の過程については
、琉球銀行調査部(1984,479-486)に詳 しい。
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で、 「日本復帰」という語彙を用いつつ試みられた民主化への発話は、周縁化 ・掃討され、重ね書か

れていったのである。

6.お わ りに

戦後の沖縄占領下において、軍による統治のあり方、民主化に向けた発話のあ り方は、以上のよう

な変容をたどってきた。これら(および日本の言説状況)の相互関係をたどることで、私がさしあたっ

てめざしてきたのは、沖縄民主化へのさまざまな継起的な試みが、どのような条件に置かれてきたの

か、 とい う問題 にこたえてい くことであった。

検討 してきたように、米国(および日本)の軍事的欲望に沿って、沖縄民主化運動は次々と懐柔され、

同時に周縁化 ・掃討されていった。直接的な軍事力の行使に代わってその役割を担ったのは、米国の

地域研究者が編み出した社会科学的知であり、この知による統治によって、沖縄の人びとをめぐる歴

史は重ね書 きされていき、民主化に向けた発話は、解きほぐすことがきわめて困難な歴史性 ・時間性

のただなかに置かれていったのである。

本稿は、沖縄占領にかかわった社会科学者たちの作業や住民たちの語りなどを、狭義の 「テクス ト」

の次元に押 し込めるのではなく、できるだけじっさいの占領統治への応用過程やそうした統治に応 じ

る運動のコンテクス トに措いてみることを通 して、〈歴史の重ね書き〉のプロセスの社会学的検討を

行ってきた。ただし、もちろん本稿は、軍事占領や民主化運動について、それらをある角度から照ら

し出してきたにすぎない。 しかしながら私は、以上の考察が、こんにちまで沖縄社会が置かれてきた

状況を理解する上で、ひとつの有効な視点を提供 しうると考えている3%す なわち、第1節 で示唆 し

39)じじっ、 「前線」の人びとを分断していく統治のあり方は、その後の沖縄で も幾度 となく反復 され、

運動は懐柔 ・動員され、そのたびに、ある人びとの発話が周縁化 ・掃討されていくことになる。米軍直接雇用の

労働者、すなわち、米国政府の予算から直接支払を受ける第1種軍雇用員と、軍施設内の食堂や売店などサービ

ス機関の仕事 に従事していた第2種 軍雇用員は(南方同胞援護会,1972,277・78)、沖縄住民代表からなる琉球政府や

立法院の決定に超越するUSCAR布 令第116号 「琉球人雇用者に関する労働基準および労働関係法」や、その布令

にも優先する 「軍規則」によって、米軍当局との団体交渉権やスト権を認められていなかったが(幸地,1969,272-

76)、1968年4月 以来、全沖縄軍労働組合(全軍労)を中心にたびたびストライキを行 うようになった。こうした軍

雇用員のス トにさいし、米軍当局は、解雇や懲戒処分をほのめかしつつ、非組合員の懐柔を試みたり、軍人 ・軍

属の外出禁止令の発動をちらつかせつつ、基地周辺の商店経営者や風俗業者を動員し、基地ゲー ト前でピケット

を張る軍雇用員たちとの間に 「衝突」を創 り出したりしていったのである。

「米兵の一隊が、沖縄人ガー ドを先頭に出撃してきた。…(中略)…米兵に首根っこを突き飛ばされ、尻を蹴

立てられるようにして、沖縄人ガードはピケ隊に突進させられたが、彼らは身をよじってあらがい、ピケ隊

に一指もふれなかった。…(中略)…沖縄人ガー ドはひとかたまりになってうつむき、くるりとうしろむきに

なって しまった。」(石田,1993,88)

こうした 「前線」の状況は、米軍の直接統治が終わった後も続いている。1998年 、沖縄県では知事選挙が行われ

た。現職 と新人有力候補 の事実上の一騎討ちとなったその選挙で、マス ・メディアが(あ るいは候補者がメディ

アを通 じて)分節したのは、 「「基地撤去」かr経 済振興」か」という二者択一の図式であった。全軍労の後進

である軍雇用員の労働組合は、それまで 「基地撤去」を主張する現職を支持 していたが、こうした二項対立の構

図の下、分裂の危機にみまわれることになったのである。なお、こうした 「前線」の歴史、すなわち、軍雇用員

や基地関係業者など、基地をめぐる生活者たちの諸関係 と、軍による生活者たちへの統治の系譜については、い

ずれまとまった形で論じてみたい。
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たように、本稿でみてきたようなプロセスを経て歴史を重ね書きされてきた地点から、沖縄の住民や

出身者が発話することの困難は、こんにちの状況において彼 ・彼女たちが自己(「アイデンティティ」

ではない)について語りだすときにしば しば伴う困難へと連なっていることである40㌔そして、そうし

た困難を理解していくためには、本稿で試みてきたような作業をさまざまな角度から積み重ねていく

ことが、ひとつの有効な手だてとなるだろう。本稿はその作業のささやかな一歩 としてあった。
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An Sociological Inquiry into an "Occupation Experience" : 
The Transformation of the Technology of Occupation in the 

Okinawa Military Administration and Various Aspects of the 
              Democracy Movements

Shun ISHIHARA

     In this paper I examine the U.S. military occupation on postwar Okinawa. The U.S. 

military authorities engaged intellectuals, especially social scientists, as occupation officers. 

The social scientists did research on the social and historical relations of Okinawa(n). They 
were part of the occupation and their intention was to "appropriate" racial, national, ideological 

and other relations. This paper focuses on such "rule by knowledge", a neo-colonialist 

technology of military occupation on Okinawa. 

     I treat the following aspects: 

(1) How have the U.S. military authorities applied such technology to the administration of 

  people on Okinawa and what conditions have they brought about for these people? 
(2) How have people, especially in democracy movements, negotiated the occupation 

  policies? 
     In the early postwar period, the U.S. social scientists attempted to "appropriate" the 

racism exerted by the Japanese (immigrant) societies against the Okinawans. Their aim was 

to segregate the population into the "Okinawan" and the "Japanese", and to create an 
"Okinawan" geopolitical "identity" . As a result, in the early stages of the democracy 

movement, people criticized the rule of the Japanese (and the U.S. military occupation) by 

using the word "Okinawan". But the U.S. militiary administration soon became more 

oppressive. Moreover, in 1951, the "mainland" declared its "independence" from the 
U.N.(=the U.S.) as the "new Japan" (in contradistinction to the "prewar Japan"), and washed 

its hands of the social and political situation on Okinawa by "lending" it to the U.S. Under 

these new conditions, the people of the democracy movements were made choose the word 
"reversion to Japan" . This change in the democracy movements resulted in a renewed attempt 

by the U.S. social scientists to research the new situation and to produce new "knowledge" 
for the military occupation. As they recognized the prevalence in various democracy 

movements of the expression "reversion to Japan", the military authorities introduced a 

strategy of appeasing Okinawan intellectuals and "beneficiaries" of the U.S. (the bases on 
Okinawa), and of dividing the "reversionist movements". As a result, some parts of the 
"movements" critical of colonialism or of the "cold war" have been weakened . 

     This is a process in which the memories of Okinawan people have been exploited and 

histories overwritten again and again. Parallel to such overlapping of histories, one may say 
that the subjectivities of people on Okinawa have become more and more complicated.
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